
（様式 6） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

審査基準（不利益処分関係） 

資料番号 １ 担当課 産業政策課 

法令名 計量法 根拠条項 
法第１５

条第３項 

不利益処分

の種類 
特定商品の販売事業者への措置命令 

勧 告 等 

法第１５条 

都道府県知事又は特定市町村の長は，第１２条第１項若しくは第２項に規定する者がこれらの規定を遵守せず，第１３条第１項若しくは第２項に規定する者が同条各項の規定を遵守せず，又は前条第

１項若しくは第２項に規定する者が同条各項の規定を遵守していないため，当該特定商品を購入する者の利益が害されるおそれがあると認めるときは，これらの者に対し，必要な措置をとるべきことを
勧告することができる。 
２ 都道府県知事又は待定市町村の長は，前項の規定による勧告をした場合において，その勧告を受けた者がこれに従わなかったときは，その旨を公表することができる。 

３ 都道府県知事又は特定市町村の長は，第１２条第１項若しくは第２項又は第１３条第１項若しくは第２項の規定を遵守していないため第１項の規定による勧告を受けた者が，正当な理由がなくてその
勧告に係る措置をとらなかったときは，その者に対し，その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

 
 

 

（特定商品の計量） 

法第第１２条 

 政令で定める商品（以下「特定商品」という。）の販売の事業を行う者は、特定商品をその特定物象量（特定商品ごとに政令で 定める物象の状態の量をいう。以下同じ。）
を法定計量単位により示して販売するときは，政令で定める誤差（以下「量目公差」 という。）を超えないように，その特定物象量の計量をしなければならない。 

２ 政令で定める特定商品の販売の事業を行う者は，容器に人れたその特定商品を販売するときは，その客器にその特定物象量を法定計量単位により，経済産業省令で定め
るところにより，表記しなければならない。 

３ 前２項の規定は，次条第１項若しくは第２項又は第１４条第１項若しくは第２項の規定により表記された物象の状態の量については，適用しない。ただし，その容器若
しくは包装又はこれらに付した封紙が破棄された場合は，この限りでない。 

（密封をした特定商品に係る特定物象量の表記） 

法第１３条 

 政令で定める特定商晶の販売の事業を行う者は，その特定商品をその特定物象量に関し密封（商品を容器に入れ又は包装して，その容器若しくは包装又はこれらに付した封

紙を破棄しなければ，当該物象の状態の量を増加し，又は減少することができないようにすることをいう。以下同じ。）をするときは，量目公差を超えないようにその特定物
象量の計量をして，その容器又は包装に経済産業省令で定めるところによりこれを表記しなければならない。 

２ 前項の政令で定める特定商品以外の特定商品の販売の事業を行う者がその特定商品をその特定物象量に関し密封をし，かつ，その容器又は包装にその特定物象量を法定

計量単位により表記するときは，量目公差を超えないようにその表記する持定物象量の計量をし，かつ，その表記は同項の経済産業省令で定めるところによらなければなら
ない。 

３ 前２項の規定による表記には，表記する者の氏名又は名称及び住所を付記しなければならない。 

 


